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国保データベース（ＫＤＢ）システム概要 

 
 
１ 諮問内容について 

（１）諮問の目的 
本市国民健康保険では、健康・医療情報の分析結果に基づき、平成 27年度末に第１期デ

ータヘルス計画（計画期間：２箇年、平成 28年度～平成 29年度）及び第２期データヘルス

計画（計画期間：６箇年、平成 30年度～令和５年度）を策定し、平成 28年度から計画に基

づく保健事業を実施しています。 

 現在、これらの分析作業については、業者委託にて実施していますが、今般、公益社団法

人国民健康保険中央会（以下「国保中央会」という。）が開発した国保データベース（以下、

「ＫＤＢ」という。）システムの機能の向上及びＫＤＢシステムを活用した保健事業と介護

予防事業との一体化に向けた国の動向があることからＫＤＢシステムの活用を図りたいと

考えています。 

ＫＤＢシステムから抽出される情報は、それぞれ本来の事業目的（医療の給付、健康診

査等の実施及び介護給付）で本市が収集し保有しているものであり、これを保健事業の実

施のために利用することは、目的外利用及び目的外提供となることから、条例 10条第１

項第４号の規定に基づく目的外利用・目的外提供、同条第２項の規定に基づく本人通知の

省略及び第 12条第２項の規定に基づくオンライン結合について御意見を伺いたいので、諮

問いたします。 

 
（２）ＫＤＢシステムとは 
 ＫＤＢシステムとは、神奈川県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）

と専用回線で結ばれた情報セキュリティを厳重にした全国的なシステムであり、データ分

析の一部を委託により外注することなく保健事業に必要な情報を閲覧することが可能です。

閲覧できるデータには、個人情報を含まない「統計情報」と個人情報を含む「個人帳票（個

人の健康に関する情報）」の２種類があります。 
 
（３）想定される保健事業 
 ＫＤＢシステムから抽出できるデータを活用した保健事業の具体的な事例としては、次

のとおりです。 
 ・特定健診受診勧奨事業 
 ・特定保健指導利用勧奨事業 
 ・受診行動適正化事業（重複服薬） 
 ・健康意識の向上への取組み 
  
 

資料 １ 
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２ ＫＤＢシステムについて 

（１）ＫＤＢシステムで行うこと 
 ＫＤＢシステムでは、国民健康保険制度における診療報酬明細書及び特定健康診査に関

する記録や、介護保険制度における介護給付実績等の個人情報について、連合会へ提供する。

連合会は、国保中央会へ①個人が特定できる情報を暗号化＊２し、②取得データが格納され

たファイルを暗号化する、二重の暗号化措置を行う。この暗号化されたデータは、国保中央

会において突合処理・集計処理が行われ、「統計情報」、「個人帳票（個人の健康に関するデ

ータ）」（以下「統計情報等」という。）が作成される。個人識別情報は暗号化されたまま処

理された後に、この結果がＫＤＢシステムに戻り、暗号が解除される。 
 「個人の健康に関するデータ」は、ＫＤＢシステムに戻った段階で復号＊３が可能である

ことから、個人情報となり、被保険者の情報を保険者が閲覧することができる。他の保険者

＊４の被保険者の情報は、別の保険者からは閲覧することができないが、統計情報は比較分

析のため用いられることがある。 
 
（２）ＫＤＢシステムと個人情報の考え方について 
 ＫＤＢシステムと個人情報の考え方については、厚生労働省が次のように整理している。 
 ア 国保連合会がもともとの受託により所有する情報を、国保中央会において突合し、加

工するなどにより統計情報等を作成することについて 
 （ア）各都道府県国民健康保険団体連合会（以下「各都道府県国保連合会」という。）は、

国民健康保険法、介護保険法等の法令に基づく事業を行い、統計情報等を作成するこ

とはこれらの規定に基づく事業であること 
 （イ）各都道府県国保連合会から国保中央会へ処理を委託することについて、診療報酬明

細書等、特定健診等記録及び介護給付情報における個人が特定できる情報（被保険者

証記号番号、氏名、住所等）を暗号化し、暗号を復号化するための暗号と個人が特定

できる情報との対応表（以下「暗号鍵」という。）は各都道府県国保連合会において

厳重に保管されており、国保中央会は暗号鍵を有しないため、個人情報保護法の個人

情報に当たらないこと 
 イ 国保中央会において突合し加工された統計情報等について 
 （ア）各都道府県国保連合会から委託を受けて国保中央会において突合し加工された情報

のうち、全国統計データや保険者別統計データ、同規模保険者との比較統計データ等

の一般的な統計処理や分析を行い加工された「統計情報」については、個人情報には

当たらないこと 
 （イ）各都道府県国保連合会から委託を受けて国保中央会において突合し加工された情報

のうち、診療報酬明細書等、特定健診等記録及び介護給付情報を突合し被保険者ごと

に統合された「個人帳票（個人の健康に関する情報）」については、暗号鍵を有する

各都道府県国保連合会において、当該情報を復号化することが可能であり、個人情報

に当たること 
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３ ＫＤＢシステムに関連するデータ等の管理について 

本市と連合会との間で、ＫＤＢシステムに関する委託契約を締結している。次の（１）の

内容については契約又は「神奈川県国民健康保険団体連合会国保データベース（ＫＤＢ）シ

ステムの運用等に関する規則」に規定されているものである。 

 

（１）神奈川県国保連合会におけるＫＤＢシステムのデータ等の管理について 
本市との接続について  専用線で接続する。 
国保中央会との接続につい

て 
 専用線で接続する。 

ＫＤＢシステムサーバにつ

いて 
・２４時間有人監視のデータセンター内のサーバラッ

クに施錠して管理する。データセンターに入室するた

めには、事前申請を必要とする 
・サーバに保管されるデータの保有期間は５年間であ

り、古いデータは消去される 
神奈川県国保連合会でのＫ

ＤＢシステム端末について 
・神奈川県国保連合会でのＫＤＢシステム操作につい

ては、情報閲覧以外の処理を行うことができない（デー

タ修正、外部電子媒体へのデータ複写等はできない） 
・アクセスログを取り、不審な操作が行われていないか

等のログの確認をする 
神奈川県国保連合会からの

再委託について 
・個人情報の処理を伴う再委託は原則禁止する 
・個人情報の処理を伴う再委託が必要不可欠なときは、

再委託の必要性及び再委託先が委託先と同等以上の安

全管理措置を行えることを確認した上で許諾する 
神奈川県国保連合会のＩＳ

ＭＳ認証等 
ＪＩＳＱ２７００１の認証を取得 
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（２）本市におけるＫＤＢシステムから出力されたデータ等の管理について 

連合会との接続について  専用線で接続する。 
ＫＤＢシステムへ接続する

端末について 
 ＫＤＢシステムへ接続する端末は、本市の他のネッ

トワークには一切接続しない。また、ＫＤＢシステムへ

接続する端末の数は必要最小限とする 
端末を操作する職員、情報の

取扱い権限について 
・ＫＤＢシステムへ接続する端末を利用する職員に対

し、ＩＤ及びパスワードを交付する 
・ＩＤ及びパスワードの発効・失効は国保年金課長が管

理する 
・「個人の健康に関するデータ」の取扱い可能な職員は、

国保年金課職員の中から、保健事業の実施に関係する

職員のみとし、これらの職員に対して発効したＩＤに

のみ取扱い権限を付与する 
・上記以外の職員へは、「統計情報」のみ取扱い可能な

権限を付与する 
「個人の健康に関するデー

タ」のうち、端末において出

力されるデータについて 

・ＫＤＢシステムから出力されるＣＳＶ等のデータを

保存するときは、ファイルに英数字記号混在で８文字

以上のパスワードを設定する 
・パスワードは、「個人の健康に関するデータ」の取扱

い権限がある職員だけが知り得るものとする 
・ＫＤＢシステム接続端末から業務使用端末へ当該デ

ータを移す際は、電子記録媒体を使用するが、電子記録

媒体は国保年金課事務室内でのみ使用する 
・業務使用端末にデータを保存する際は、国保年金課職

員のみが閲覧可能なフォルダに保存し、データファイ

ルにはパスワードを設定する 
・「個人の健康に関するデータ」を紙媒体に印刷し、保

管するときは、キャビネット等に施錠して保管する 
・紙媒体が不要となったときは、裁断して廃棄する 
・その他、条例等及び情報セキュリティ対策を遵守し管

理する 
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４ 業務に必要な目的外利用の対象となる情報について 

 次の各情報・レコード等のうち、被保険者証記号・番号（国保）、被保険者番号（介護）、

被保険者氏名、電話番号、郵便番号、住所（表中、斜体・下線で表記）については、二重の

暗号化により匿名化して処理される個人識別情報である。 

国保医療データ（国保給付事務で収集・保有） 

レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ 

医療機関情報 医療機関コード、医療機関名称、請求年月、医療機関電話番号等 

共通レコード 診療年月、患者氏名、患者性別、患者生年月日、入院年月日、請求

情報等 

レセプト情報 保険者番号、被保険者記号・番号、診療実日数、合計点数等 

傷病名レコード 傷病名コード、診療開始日、転帰*5区分、傷病名称、主傷病コード

等 

適用情報 点数、診療回数、医薬品コード、医薬品使用量、特定器材コード等 

症状詳記情報 症状詳記データ 

被保険者台帳データ 氏名、郵便番号、住所、電話番号、被保険者証記号・番号等 

 
介護保険データ（介護給付事務で収集・保有） 

給付管理票情報 審査年月、対象年月、保険者番号、事業所番号、被保険者番号、被

保険者生年月日、性別、要介護区分状態コード、限度額適用期間、

居宅・介護予防・総合事業支給限度額、サービス種別コード等 

給付実績情報 保険者番号、被保険者番号、サービス提供年月、被保険者生年月

日、性別、要介護状態コード、事業所番号、サービス開始年月日、

サービス終了年月日、サービス単位数、請求額、利用者負担額等 

保険者台帳情報 保険者番号、保険者名、保険者住所、保険者電話番号等 

市町村固有情報 保険者番号、サービス支給限度基準額等 

事業所台帳情報 事業所指定等年月日、事業所番号、申請（開設）者情報、代表者情

報、管理者情報、事業所情報等 

受給者台帳情報 受給者資格異動年月日、被保険者番号、被保険者氏名、生年月日、

性別、資格取得・喪失年月日、要介護状態コード、認定有効期間（開

始年月日、終了年月日）、サービス利用の支給限度額等 
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用語説明 
注釈番号 用語 説明 

１ 保健事業 国民健康保険法第８２条第１項「保険者は、特定健康診査等

を行うものとするほか、これらの事業以外の事業であって、

健康教育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の

予防に係る被保険者の自助努力についての支援その他の被保

険者の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努め

なければならない」の規定に基づき行う事業で、本市で実施

している主な保健事業は、特定健康診査（いわゆる「メタボ

健診」）、特定保健指導、人間ドックの助成事業などがある。 
２ 暗号化 例えば、元のデータ「1234」を暗号化すると、「j3oz」のよう

に全く違うデータとなり、暗号化されたデータを見ただけで

は、意味をなさないデータとなる。 
３ 復号 暗号化されたデータを、元のデータに戻すこと。 
４ 他の保険者 ＫＤＢシステムにおける「他の保険者」とは、他市町村国保

又は県内の国民健康保険組合（医師国保組合、建設業国保組

合等）を指す。 
５ 転帰 治療開始の状態から、治療の結果どうなったかを示すもの。

「治癒」「中止（転医）」「死亡」「その他」に区分される。 
 



国保データベース（ＫＤＢ）システムにおける個人情報取扱のフローチャート

厚木市

実施機関：厚木市長

今回、諮問する範囲は、②、⑤、⑥です。

⑥各種保健事業へ活用
・特定健診受診勧奨事業
・特定保健指導利用勧奨事業
・受診行動適正化事業（重複服薬）
・健康意識の向上への取組み

神奈川県国民健康保険団体連合会（国保連合会）

公益社団法人国民健康保険中央会（国保中央会）

医療機関等 公益社団法人国民健康保険中央会（国保中央会）

神奈川県国民健康保険団体連合会（国保連合会）

国保年金課
後期高齢者
医療広域連合

後期高齢者
医療広域連

合
国保年金課 介護福祉課

神奈川県国民健康保険団体連合会
（国保連合会）

統計情報
（個人情報に該当せず。）

個人の健康に関する情報（個人情報）
（国保・介護・後期高齢のデータから作

医療・介護情報

健康診査情報

介護データ
医療データ

①医療機関等から医療・介護データを収集する。収集された個人情報は、国保連合会の端
末に蓄積される。

②オンライン結合

国保データベース（ＫＤＢ）システムに関する委託契約に基づき、各保険者等が保有する個

人情報を国保連合会の端末から専用回線を通じて国保連合会に提供する。

③国保連合会から国保中央会に統計情報等の作成を委託。各保険者等から収集し、国保
連合会が保有している個人情報を、暗号化した上で専用回線を通じて国保中央会に提供。

暗号化された
個人情報

保有個人情報 保有個人情報

暗号化された
個人情報

暗号化された
個人情報

暗号化された
個人情報

保有個人情報

①

②

③

④

⑤

④国保中央会は、提供された個人情報を基に、「統計情報」及び「個人の健康に関する情
報」を作成し、国保連合会に専用回線を通じてＫＤＢシステムへ提供。（この委託は、国民
健康保険法等の規定に基づくもの。）

⑤オンライン結合
国保連合会は、委託の範囲内に限り、「統計情報」及び「個人の健康に関する情報」を各
保険者等にＫＤＢシステムを通じて提供する。

⑥目的外利用及び目的外提供
提供されたデータに基づき、通知や保健指導等の保健事業を実施する。

資料２



 諮問内容について 

 

現在、ＫＤＢシステムの個人帳票閲覧をしていない市町村は、全国１，７３７

中、厚木市を含め５市町村であり、全国的にＫＤＢデータが保健事業に活用され

ています。 

年々、システム自体の機能改善や新機能の追加等も実施され、平成 30年度か

らは「適正受診・服薬取組（重複服薬対策）」のデータ提供が可能とされ、デー

タ分析を委託により外注することなく対象者の抽出が可能となり、委託費の削

減を図ることができます。 

また、国においては、保健事業と介護予防事業の一体的実施を進めており、後

期高齢者医療広域連合と連携し、市町村が実施するとしています。実施には医療

保険や介護保険などの制度をまたいだデータ提供にはＫＤＢシステム活用する

ため、令和２年度に改正法を施行し、ＫＤＢシステムを効果的に使用できる規定

を盛り込むとされるなど、国が示す事業の実施には、個人帳票の閲覧が必須とな

ってきます。 

これまでも市のホームページや広報等にて保健事業の実施及びデータヘルス

計画の策定については、公表しており、個人情報の使用については、国民健康保

険法等で規定する市町村（保険者）事業の一つであり公益性が高く、使用目的か

ら個人に対する不利益は生じる恐れがないことや個人情報の利用は厚木市（保

険者）及び被保険者に限られ、第三者への提供を目的として個人情報を取得する

ことは想定されません。 

各事業にて使用するデータは、健診結果が年間約 13,000件、レセプトが年間

約 840,000件と大量であり、各事業別にそれぞれ個別に通知することは、困難で

あるとともに、事業の円滑な遂行及び事業の達成に支障をきたすおそれがあり

ます。 

よって、条例第 10 条第１項第４号の規定に基づく目的外利用・目的外提供、

同条第２項の規定に基づく本人通知の省略及び第12条第２項の規定に基づくオ

ンライン結合について、御意見を伺いたいので、諮問いたします。 

資料 ３ 
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国保データベース（KDB）システムの概要

1

○ 国保データベース（KDB）システムは、国保連合会が各種業務を通じて管理する給付情報（健診・医療・介護）等
から「統計情報」を作成するとともに、保険者からの委託を受けて「個人の健康に関するデータ」を作成し、提供する。

統計情報や個人の健康に関す
るデータを画面表示または帳票
で出力（PDFまたはCSV形式）
可能

保険者等 国保中央会国保連合会

健診 医療 介護

各システムからデータを連携

国保データベース
（KDB）システム

・処理結果データが格納されたファイルの復号化

・個人が特定できる情報の復号化

・データベースへのデータの蓄積

・統計情報等の作成に必要なデータを取得

・個人が特定できる情報を暗号化

・取得データが格納されたファイルを暗号化

（突合・加工処理）

①突合処理
・健診・医療・介護
データを個人単位で
紐付け

②集計処理
・全国統計、保険者
別統計、同規模保険
者との比較統計

国保組合

後期高齢者医療

広域連合

介護部門

国保部門

市町村

二重の
暗号化

暗
号
解
除

※個人識別情報は暗号化
したままデータ処理

（処理結果）

①統計情報
・疾病別医療費分析、
健診・保健指導結果
総括等

②個人の健康に関する
データ
・個人別履歴（健診結
果、受診状況（医療））
等

国
保
連
医
療
保
険
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

衛生部門

都道府県

保
険
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

参考資料２


